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第７号線（長堀鶴見緑地線）の延伸[鶴町～大正] 

 

1 検討対象路線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 検討対象路線 
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2 需要予測 

（１）基本的な考え方 

◆ 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が平成 22年度までの国勢調査実績等を基に、

市区町村別に推計した平成 27～52 年度（5年毎）の将来人口等を用いて需要を予測。 

 

◆ 平成 24年度に実施した今里筋線（井高野～今里間）の事後評価を踏まえ、平成 37 年度

開業で 5年後の平成 42年度に需要が定着するものとして、平成 42 年度を予測年次とす

る。 

◆ なお、予測値は平日一日当たりの交通調査実績値ベースとなるので、年間の一日平均と

なる決算値ベースとは異なることから、各年度の交通調査値と決算値から換算係数を作

成し、予測値を決算値ベースに換算して収支算定に用いる。 

 

◆平成 37～42 年度は、需要の定着を考慮したモデル式（H16 年度国土交通省調査）により

算定する。 

◆平成 42～52 年度は、社人研の将来人口の減少に相関して推移、平成 52年度以降は一定と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）感度分析 

 予測年次（平成 42 年度）で一定とした検討を行う。 

［平成 52年度以降は需要を一定とすることの妥当性］ 

① 社人研の将来人口は出生率等に基づく自然増減や、過去のトレンドに基づく社会増

減をベースにした推計であり、今回の需要予測では短･中期的には既存の開発計画

を府県でコントロールトータルの上で別途計上しているものの、長期的には都市間

競争を勝ち抜くための都市の成長戦略等は考慮されていない。 

② また、平成 52 年度以降の将来人口は推計されていない。 

③ 一方、収支上は需要減少に伴ったコスト削減（サービス見直し）や運賃値上げを見

込んでいない。 

 

◎ これら総合すると、平成 52 年度以降の需要を一定とすることは妥当であると考え

る。 

◎ なお、国が実施している地方交通審議会答申の第８号の需要予測や、なにわ筋線検

討の需要予測等では、予測年次の需要で全期間一定とされていることからも、問題

ないものと考える。 



資料 2-3 

 

（３）需要予測結果 

 

表 2-1 鶴町～大正間の輸送需要予測結果（1日あたり） 

 R7延伸 

区  間 鶴町～大正 

駅  数 ６駅 

（大正駅含まず） 

営業延長 5.5km 

輸送人員 34,694人 

1㎞当たり輸送人員 6,308人/㎞ 

輸送人キロ 86,912人･㎞ 

1㎞当たり輸送人キロ 

(輸送密度) 
15,802人･㎞/km 

1人当たり乗車キロ 2.51km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 鶴町～大正間の利用人員の推定 
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3 建設費 

（１）基本的な考え方 

◆ 平成 29年度中に着工、工事期間約 8年、平成 37 年度当初に開業の最短スケジュールと

する。 

 （H27 年度：次期近畿地方交通審議会答申（予定）⇒国家予算要望⇒H28 年度夏：国土交

通省の H29 年度予算概算要求に計上⇒H29 年度夏頃：特許取得⇒H29 年度冬頃：工事施行

認可⇒H29 年度末：着工） 

 

（２）鶴町～大正間 

ⅰ）直接工事費：諸条件により設定 

ⅱ）消 費 税：10% 

ⅲ）総 係 費：（公営：直接工事費の 10％、民営：直接工事費の 3.3%） 

ⅳ）建設利息 ：（公営：5年据置 30年償還,利率 2.8%、民営：3年据置 10年償還,利率 1.65%） 

 

表 3-1 鶴町～大正間の建設費 

 公 営 民 営 

建設･運営：交通局 合  計 運営主体： 

地下鉄新会社 

建設主体：  

第 3 ｾｸﾀｰ 

総 建 設 費 (100) 1,269 億円 ( 94) 1,190 億円 37 億円 1,153 億円 

 

内 

訳 

直接工事費 1,046 億円 1,046 億円 33 億円 1,013 億円 

消 費 税 99 億円 99 億円 3 億円 96 億円 

総 係 費 105 億円 35 億円 1 億円 34 億円 

建 設 利 息 19 億円 10 億円 ― 10 億円 

備考：キロ当たり建設費 [239 億円/㎞] [225 億円/㎞] ― ― 

 

（３）コスト削減 

 ① 需要に見合った最大車両編成の見直しによる鶴見検車場への車庫の集約化等 

   公営：約 223 億円、民営：約 210 億円 

表 3-2 コスト削減後の鶴町～大正間の建設費 

 公 営 民 営 

建設･運営：交通局 合  計 運営主体： 

地下鉄新会社 

建設主体：  

第 3 ｾｸﾀｰ 

総 建 設 費 (82)  1,046 億円 (77) 980 億円 37 億円 943 億円 

 

内 

訳 

直接工事費 860 億円 860 億円 33 億円 827 億円 

消 費 税 84 億円 84 億円 3 億円 81 億円 

総 係 費 86 億円 28 億円 1 億円 27 億円 

建 設 利 息 16 億円 8 億円 ― 8 億円 

備考：キロ当たり建設費 [197 億円/㎞] [185 億円/km] ― ― 
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 ［参考：運営費の削減］ 

① 鶴見検車場への車庫の集約化による維持費の削減 

公営：約 2.5 億円/年、民営：約 2.4 億円/年 

② ＯＢの最大限活用による人件費の削減 

公営：約 4.3 億円/年、民営：約 4.0 億円/年 

 

4 収支採算性 

（１）基本的な考え方 

 収支採算性の分析を行うに当たっては、事業主体や適用する補助制度等などの前提条件を

設定する必要がある。 

 大阪市の地下鉄事業は、現在、議会において民営化に向けた議論がなされているところで

あることから、収支採算性分析においては、事業主体が公営の場合と民営の場合の両方の検

討を行う。 

 

表 4-1 収支採算性分析の公営および民営の基本的な考え方 

 事業手法 収支採算性分析の内容 

公営 公設公営 交通局 将来の利用者数の予測結果をもとに、地下高

速鉄道整備事業費補助を適用し、事業者が負

担する借入金と営業活動に伴う収益・費用と

を考慮して、黒字転換年※等を分析する。 

民営 上下分離 

・第３セクターが建設 

・鉄道事業者が運行 

運営主体 

（地下鉄新会社） 

将来の利用者数の予測結果をもとに、営業活

動に伴う収益・費用と建設主体への線路使用

料とを考慮して、黒字転換年※等を分析す

る。 

建設主体 

（第３セクター） 

地下高速鉄道整備事業費補助（３セク補助）

等の制度を適用し、40 年以内に累積損益、

累積資金過不足が黒字転換するよう、運営主

体からの線路使用料を設定する。 

※事業の補助採択や特許・免許の際には 40年以内に累積損益、累積資金過不足が黒字転換

することが求められている。 
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（２）補助スキーム 

 

○【公営】 

表 4-2 補助スキーム（公営） 

（億円）

総建設費 1,269

補助金 補助金 借入金
（国） （地方自治体） （事業者）
25.2% 28.0% 26.8%

補助対象建設費 1,132 285 317 304

補助対象外建設費 137

項目 負担者 負担者 負担額
出資金 地方自治体 国 285

地方自治体 地方自治体 570
国 交通局 414

借入金 事業者（交通局） 合計 1,269

出資金 借入金

財　源
出資金

（地方自治体）
20.0%
226

414

（地方自治体） （事業者）
20.0% 80.0%

27 110

負担額
253

補助金
317
285

合　計 1,269  

 

○【民営】 

表 4-3 補助スキーム（民営） 

【建設主体】 （億円）

総建設費 1,153

出資金 出資金 補助金 補助金 借入金
（地方） （民間） （国） （地方自治体） （事業者）
10.0% 10.0% 25.2% 28.0% 26.8%

補助対象建設費 1,132 113 113 285 317 304
出資金 出資金
（地方） （民間）
10.0% 10.0%

補助対象外建設費 21 2 2

【建設主体】
項目 負担者 負担額

運営主体（地下鉄新会社） 115
地方自治体 115 負担者 負担額
地方自治体 317 国 285

国 285 地方自治体 432
借入金 建設主体（第３セクター） 321 建設主体（第３セクター） 321

1,153 運営主体（地下鉄新会社） 152
合計 1,190

【運営主体】 車両費を負担
項目 負担者 負担額
借入金 運営主体（地下鉄新会社） 37

財　源

合　計

借入金
（事業者）

80.0%

17

出資金

補助金
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（３）収支算定要領 

 

表 4-4 収支算定要領（公営） 

項  目 算  定  要  領 

収 

入 

運輸収入 

推計した輸送人員に、平成 25年度予算ベースに料金値下げを考慮し、算出

した料金単価（70.76 円）を乗じて算出した。 

【料金値下げ】 

          H26 年 4月    以降 

 1 区：200 円 ⇒ 1 区：180 円  ⇒ そのまま 

 2 区：230 円 ⇒ 2 区：240 円  

運輸雑収 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算額を営業距離比で補正し、

一定で見込んでいる。 

補助金 現行補助制度を基に算出した。 

その他 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算額を営業距離比で補正し、

一定で見込んでいる。 

費 
 

用 

人件費 

第７号線（大正～門真南間）の人員より延伸部の人員を推計し、全線の要

員削減後の規模に補正した。 

給与は公営水準 901 万円[給料・手当・付帯] 

動力費 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算の車両走行キロあたり単価

に車両走行キロを乗じて算出した。 

修繕費 

委託費 

車両の修繕費・委託費は第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算で

の車両走行キロあたり単価に車両走行キロを乗じて算出し、その他の修繕

費・委託費は同様に営業延日キロあたり単価に営業延日キロを乗じて算出

した。 

その他経費 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算での営業延日キロあたり単

価に毎年度の営業延日キロを乗じて算出した。 

減価償却費 
トンネル、高架、地下停、高架停、建物及び無形固定資産は定額法、その

他の資産は定率法により算出した。 

企業債利息 
平成 25 年度予算ベースで政府系、民間ともに超長期（20年以上）2.8％と

する。 

その他費用 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算額を営業距離比で補正し、

一定で見込んでいる。 

建設改良費 建設及び更新計画を基に算出。 
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表 4-5 収支算定要領（民営） 

項  目 算  定  要  領 

収 

入 

運輸収入 

推計した輸送人員に、平成 25年度予算ベースに料金値下げを考慮し、算出し

た料金単価（69.43 円）を乗じて算出した。 

【料金値下げ】 

          H26 年 4月    H27 年 10 月      以降 

 1 区：200 円 ⇒ 1 区：180 円 ⇒ 0～1.5 ㎞：180 円  

                                    1.5～3 ㎞：190 円 ⇒ そのまま 

 2 区：230 円 ⇒ 2 区：240 円 ⇒ 3～4.5 ㎞：220 円  

                   4.5～7㎞：240 円  

運輸雑収 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算額を営業距離比で補正し、一

定で見込んでいる。                   （公営と同じ） 

補助金 現行補助制度を基に算出した。              （公営と同じ） 

その他 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算額を営業距離比で補正し、一

定で見込んでいる。                   （公営と同じ） 

費 
 

用 

人件費 

第７号線（大正～門真南間）の人員より延伸部の人員を推計し、全線の要員

削減後の規模に補正した。                （公営と同じ） 

給与は民営水準 として公営の 5％カットの 856 万円[給料・手当・付帯]  

動力費 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25 年度予算の車両走行キロあたり単価に

車両走行キロを乗じて算出した。             （公営と同じ） 

修繕費 

委託費 

車両の修繕費・委託費は第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算での

車両走行キロあたり単価に車両走行キロを乗じて算出し、その他の修繕費・

委託費は同様に営業延日キロあたり単価に営業延日キロを乗じて算出した。

なお、修繕費・委託費に関してはコスト削減として公営の 5％カットを見込

む。 

その他経費 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25 年度予算での営業延日キロあたり単価

に毎年度の営業延日キロを乗じて算出した。        （公営と同じ） 

減価償却費 
トンネル、高架、地下停、高架停、建物及び無形固定資産は定額法、その他

の資産は定率法により算出した。             （公営と同じ） 

諸税 
固定資産税 1.4％、都市計画税 0.3％として算出した。 

なお、鉄道関係の税制特例を適用している。 

法人税等 事業所税等を含む法定実行税率を 35.5％として算出した。 

借入金利息 関西私鉄 5社及びＪＲ西日本の平均から算出した 1.65％とする。 

その他費用 
第７号線（大正～門真南間）の平成 25年度予算額（一般会計分担金を控除）

を営業距離比で補正し、一定で見込んでいる。    

建設改良費 建設及び更新計画を基に算出。 
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5 費用対効果 

（１）基本的な考え方 

 費用便益分析は、「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル（2012 年改定版）」（国土交通

省鉄道局、2012 年 7 月）に基づいて行う。 

 費用便益分析は、事業実施によって発現する多種多様な効果のうち、貨幣換算の手法が比

較的確立されている効果を対象に便益を計測した上で、事業における建設投資額等の費用と

比較するものであり、費用便益比、純現在価値、経済的内部収益率の３つの指標により、社

会的な視点からの事業効率性を評価するものである。 

 

6 ケース設定 

【輸送需要】 

 ・基 本 ケ ー ス：需要予測に基づく（事業化を見据えた需要の考え方） 

 ・感度分析ケース：予測年次（平成 42年度）で一定 

 ・一定のシナリオケース：１日約５千人需要増ケース 

【収支算定】 

 ・基 本 ケ ー ス：現行の補助スキームに基づく 

（営業主体がインフラ部分の資金負担を負う） 

 ・感度分析ケース：相当の支援措置を講じる 

（仮に営業主体がインフラ部分の資金負担を負わないとした場合） 

＝現行の補助スキームに基づき本来建設主体が負担すべき建設費を、

仮に補助スキーム外の補助金等により負担することで、結果として

運営主体の線路使用料負担を 0とした場合 
 

 Ⅰの場合 Ⅱの場合 Ⅲの場合 Ⅳの場合 

輸送需要 基本ケース 感度分析ケース 一定のシナリオケース 

収支算定 基本ケース 感度分析ケース 基本ケース 

備 考 

事業の補助採択や
特許・免許の際の
考え方に相当 

事業化方策の一つ 
（営業主体がインフ
ラ部分の資金負担を
負わないとした場合

に相当） 

国の答申路線（地交
審答申第 8号）の考

え方に相当 

事業化方策の一つ 
（需要の喚起・創出） 

 

 

 

 

 

 

 

≪国の答申路線（近畿地方交通審議会答申第 8号）の考え方について≫ 

・一定の条件設定の下に、輸送需要を算定（予測年次で一定） 

・施設整備について相当の支援措置を前提（営業主体がインフラ部分の資金負担を負わない） 

・費用対効果が１を超えるもので、かつ、採算性が確保される路線（40 年で累積が黒字転換） 

・整備する意義がある路線 

・このような支援措置が講じられなければ具体化することは困難であることに注意 
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【事業化方策】 

 

 ① 基本ケース 

 ② コスト削減ケース 

 ③ コスト削減＋加算運賃ケース 

 ④ コスト削減＋需要喚起ケース 

 ⑤ コスト削減＋追加補助ケース 

 ⑥ コスト削減＋複合方策ケース 

 

 

＜ケースⅠの場合＞（輸送需要：基本ケース、収支算定：基本ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 各ケースの関係 

 

 

 

【コスト削減】 

・需要に見合った最大車両編成の見直し 

による鶴見検車場への車庫の集約化等 

・ＯＢの最大限活用による人件費の削減 

ケース（公営Ⅰ-①） ケース（民営Ⅰ-①） 

ケース（公営Ⅰ-②） ケース（民営Ⅰ-②） 

【加算運賃設定】 【需要喚起・創出】 【追加補助】 

【加算運賃設定】 +【需要喚起・創出】 +【追加補助】 

ケース 

（公営・民営Ⅰ-③） 

ケース 

（公営・民営Ⅰ-④） 

ケース 

（公営・民営Ⅰ-⑤） 

ケース（公営・民営Ⅰ-⑥） 

基本となる 

ケース 

コスト削減 

ケース 

コスト削減 

＋α ケース 

複合 

ケース 



 

 

○ケースⅠ 輸送需要：基本ケース、収支算定：基本ケース 

【事業の補助採択や特許・免許の際の考え方に相当】  

表 6-1 事業化方策の検討に係る総括表１ 

公 営Ⅰ 

公営Ⅰ-① 公営Ⅰ-② 公営Ⅰ-③ 公営Ⅰ-③’ 公営Ⅰ-④ 公営Ⅰ-④’ 公営Ⅰ-⑤ 公営Ⅰ-⑤’ 公営Ⅰ-⑥ 

基本ケース 

コスト削減 建設費約 223 億円 、運営費約 6.8 億円/年 

― 
新線加算運賃 

60 円 

新線加算運賃 

250 円※1 

需要 

約3千人/日増 

（約 10％増） 

需要 

約 81 千人/日増※2 

（約 233％増） 

－ 
追加補助※４ 

20.9 億円/年※3 

新線加算運賃 60 円 

+需要 3千人/日増 

+追加補助 14.5 億円/年※3 

事業主体 公営 

損益

収支 

黒字転換 
単年度 発散※5 発散※5 発散※5 14 年目 発散※5 15 年目 － 15 年目 15 年目 

累積 発散※5 発散※5 発散※5 38 年目 発散※5 40 年目 － 40 年目 40 年目 

累積最大欠損 
40 年目 

1,107 億円 

40 年目 

834 億円 

40 年目 

630 億円 

13 年目 

100 億円 

40 年目 

803 億円 

14 年目 

111 億円 
－ 

14 年目 

111 億円 

14 年目 

110 億円 

資金

収支 
黒字転換 累積 発散※5 発散※5 発散※5 31 年目 発散※5 32 年目 － 32 年目 32 年目 

現行スキームに基づく地方負担 570 億円 469 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 0 億円 － 836 億円 580 億円 

計 570 億円 469 億円 － 1,305 億円 1,049 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.21 1.52        

民営Ⅰ 

民営Ⅰ-① 民営Ⅰ-② 民営Ⅰ-③ 民営Ⅰ-③’ 民営Ⅰ-④ 民営Ⅰ-④’ 民営Ⅰ-⑤ 民営Ⅰ-⑤’ 民営Ⅰ-⑥ 

基本ケース 

コスト削減 建設費約 210 億円 、運営費約 6.4 億円/年 

― 
新線加算運賃 

60 円 

新線加算運賃 

220 円※1 

需要 

約3千人/日増 

（約 10％増） 

需要 

約 72 千人/日増※2 

（約 208％増） 

追加補助※４ 

10.8 億円/年 

追加補助※４ 

18.3 億円/年※3 

新線加算運賃 60 円 

+需要 3千人/日増 

+追加補助 11.9 億円/年※3 

事業主体 建設主体 運営主体 建設主体 運営主体 運営主体 運営主体 運営主体 運営主体 運営主体 運営主体 運営主体 

線路使用料 13.2 億円/年 10.8 億円/年 

損益

収支 

黒字転換 
単年度 13 年目 発散※5 13 年目 発散※5 発散※5 30 年目 発散※5 31 年目 発散※5 30 年目 31 年目 

累積 40 年目 発散※5 40 年目 発散※5 発散※5 21 年目 発散※5 40 年目 発散※5 39 年目 40 年目 

累積最大欠損 
12 年目 

67 億円 

40 年目 

973 億円 

12 年目 

52 億円 

40 年目 

718 億円 

40 年目 

514 億円 

3 年目 

22 億円 

40 年目 

688 億円 

6 年目 

17 億円 

40 年目 

286 億円 

6 年目 

17 億円 

5 年目 

18 億円 

資金

収支 
黒字転換 累積 29 年目 発散※5 29 年目 発散※5 発散※5 22 年目 発散※5 27 年目 発散※5 26 年目 27 年目 

現行スキームに基づく地方負担 432 億円 354 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 0 億円 432 億円 732 億円 476 億円 

計 432 億円 354 億円 786 億円 1,086 億円 830 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.26 1.59        

 

 
※１：運営主体の累積損益が 40 年以内に黒字化するために必要な加算運賃（公営Ⅰ：246 円、民営Ⅰ：216 円） 

※２：運営主体の累積損益が 40 年以内に黒字化するために必要な需要増 

※３：運営主体の累積損益が 40 年以内に黒字化するために必要な追加補助 

※４：寄付金等の財源も考えられるが、ここでは全額地方負担と仮定する。（現行では制度としてはない） 

※５：開業からの 40 年間において、収支の改善傾向が見られず、赤字が膨らみ続けるなど黒字転換しないこと。 
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○ケースⅡ 輸送需要：基本ケース、収支算定：感度分析ケース 

【事業化方策の一つ（営業主体がインフラ部分の資金負担を負わないとした場合に相当）】 

表 6-2 事業化方策の検討に係る総括表２ 

公 営Ⅱ 

公営Ⅱ-① 公営Ⅱ-② 公営Ⅱ-③’ 公営Ⅱ-④’ 公営Ⅱ-⑤’ 

基本ケース 

コスト削減 建設費約 223 億円 、運営費約 4.2 億円/年 

― 
新線加算運賃 

100 円※1 

需要 

約 33千人/日増※2 

（約 95％増） 

追加補助※４ 

8.5 億円/年※3 

事業主体 公営 

損益収支 

黒字転換 
単年度 発散※5 発散※5 31 年目 31 年目 31 年目 

累積 発散※5 発散※5 39 年目 38 年目 39 年目 

累積最大欠損 
40 年目 

505 億円 

40 年目 

338 億円 

5 年目 

21 億円 

7 年目 

19 億円 

7 年目 

19 億円 

資金収支 黒字転換 累積 発散※5 発散※5 4 年目 1 年目 1 年目 

現行スキームに基づく地方負担 570 億円 469 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 
604 億円※４ 

（15.1 億円/年×40 年相当） 

504 億円※４ 

（12.6 億円/年×40年相当） 

844 億円※４ 

(21.1億円/年×40年相当) 

計 1,174 億円 973 億円 1,313 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.21 1.52    

民 営Ⅱ 

民営Ⅱ-① 民営Ⅱ-② 民営Ⅱ-③’ 民営Ⅱ-④’ 民営Ⅱ-⑤’ 

基本ケース 

コスト削減 建設費約 210 億円 、運営費約 4.0 億円/年 

― 
新線加算運賃 

90 円※1 

需要 

約 30千人/日増※2 

（約 86％増） 

追加補助※４ 

7.5 億円/年※3 

事業主体 運営主体 

線路使用料 0 億円/年 

損益収支 

黒字転換 
単年度 発散※5 発散※5 30 年目 30 年目 30 年目 

累積 発散※5 発散※5 34 年目 35 年目 39 年目 

累積最大欠損 
40 年目 

445 億円 

40 年目 

286 億円 

4 年目 

18 億円 

6 年目 

16 億円 

6 年目 

17 億円 

資金収支 黒字転換 累積 発散※5 発散※5 25 年目 25 年目 26 年目 

現行スキームに基づく地方負担 432 億円 354 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 
528 億円※４ 

（13.2 億円/年×40 年） 

432 億円※４ 

（10.8 億円/年×40年） 

732 億円※４ 

(18.3 億円/年×40 年) 

計 960 億円 786 億円 1,086 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.26 1.59    

 

 

※１：公営及び民営の運営主体の累積損益が 40 年以内に黒字化する 

   ために必要な加算運賃（公営Ⅱ：100 円、民営Ⅱ：88 円） 

※２：運営主体の累積損益が 40 年以内に黒字化するために必要な 

   需要増 

※３：運営主体の累積損益が 40 年以内に黒字化するために必要な 

   追加補助 

※４：寄付金等の財源も考えられるが、ここでは全額地方負担と仮定する。

（現行では制度としてはない） 

※５：開業からの 40 年間において、収支の改善傾向が見られず、赤字が

膨らみ続けるなど黒字転換しないこと。 
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○ケースⅢ 輸送需要：感度分析ケース、収支算定：感度分析ケース 

【国の答申路線（地交審答申第 8号）の考え方に相当】 

表 6-3 事業化方策の検討に係る総括表３ 

公 営Ⅲ 

公営Ⅲ-① 公営Ⅲ-② 

基本ケース 
コスト削減 建設費約 223 億円  

運営費約 4.2 億円/年 

事業主体 公営 

損益

収支 

黒字転換 
単年度 発散※1 発散※1 

累積 発散※1 発散※1 

累積最大欠損 
40 年目 

474 億円 

40 年目 

307 億円 

資金

収支 
黒字転換 累積 発散※1 発散※1 

現行スキームに基づく地方負担 570 億円 469 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 
604 億円※2 

（15.1 億円/年×40 年相当） 

504 億円※2 

（12.6 億円/年×40年相当） 

計 1,174 億円 973 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.31 1.63 

民 営Ⅲ 

民営Ⅲ-① 民営Ⅲ-② 

基本ケース 
コスト削減 建設費約 210 億円  

運営費約 4.0 億円/年 

事業主体 運営主体 

線路使用料 0 億円/年 

損益

収支 

黒字転換 
単年度 発散※1 発散※1 

累積 発散※1 発散※1 

累積最大欠損 
40 年目 

414 億円 

40 年目 

256 億円 

資金

収支 
黒字転換 累積 発散※1 発散※1 

現行スキームに基づく地方負担 432 億円 354 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 
528 億円※2 

（13.2 億円/年×40年） 

432 億円※2 

（10.8 億円/年×40年） 

計 960 億円 786 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.37 1.71 

 

 

※１：開業からの 40 年間において、収支の改善傾向が見られず、赤字が膨らみ続けるなど黒字転換しないこと。 

※２：寄付金等の財源も考えられるが、ここでは全額地方負担と仮定する。（現行では制度としてはない） 
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○ケースⅣ 輸送需要：1日約 5 千人の需要増ケース、収支算定：基本ケース 

 

【一定のシナリオ（仮説）の下での検討】 

  以下の２つの想定し、合計約５千人の需要増加を見込んだ場合の検討を行う。 

  a)鶴浜地区の開発が計画通りに進捗した場合 

  b)交通機能用地にアウトレット系の大規模商業施設の開発を計画した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 想定するシナリオ 

 

 

 

b)交通機能用地にアウトレッ

ト系の大規模商業施設の開発

を計画した場合 

 約 42 百人/日の増加 

a)鶴浜地区の開発計画が

計画通りに進捗した場合 

 約 9百人/日の増加 
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○ケースⅣ 輸送需要：1日約 5 千人の需要増ケース、収支算定：基本ケース 

【一定のシナリオ（仮説）の下での検討】 

表 6-4 事業化方策の検討に係る総括表 

公 営Ⅳ 

公営Ⅳ-① 公営Ⅳ-② 公営Ⅳ-③ 公営Ⅳ-④ 公営Ⅳ-⑤ 公営Ⅳ-⑥ 公営Ⅳ-⑥’ 

需要 

約 5千人/日増 

（約 14％増） 

コスト削減 建設費約 223 億円 、運営費約 6.8 億円/年 

需要 約 5千人/日増（約 14％増） 

― 
新線加算運賃 0円※1 

+追加補助19.6億円/年※1※2 

新線加算運賃 60 円※1 

+追加補助13.7億円/年※1※2 

新線加算運賃 100 円※1 

+追加補助 9.7 億円/年※1※2 

新線加算運賃 150 円※1 

+追加補助 4.7 億円/年※1※2 

新線加算運賃 200 円※1 

+追加補助 0 億円/年※1※2 

事業主体 公営 

損益収支 

黒字転換 
単年度 発散※3 発散※3 15 年目 15 年目 15 年目 15 年目 15 年目 

累積 発散※3 発散※3 40 年目 40 年目 40 年目 40 年目 39 年目 

累積最大欠損 
40 年目 

1,055 億円 

40 年目 

782 億円 

14 年目 

111 億円 

14 年目 

109 億円 

14 年目 

108 億円 

14 年目 

108 億円 

14 年目 

103 億円 

資金収支 黒字転換 累積 発散※3 発散※3 32 年目 32 年目 32 年目 32 年目 31 年目 

現行スキームに基づく地方負担 570 億円 469 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 0 億円 784 億円 548 億円 388 億円 188 億円 0 億円 

計 570 億円 469 億円 1,253 億円 1,017 億円 857 億円 657 億円 469 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.43 1.79 1.79 1.78 1.78 1.78 1.77 

民 営Ⅳ 

民営Ⅳ-① 民営Ⅳ-② 民営Ⅳ-③ 民営Ⅳ-④ 民営Ⅳ-⑤ 民営Ⅳ-⑥ 民営Ⅳ-⑥’ 

需要 

約 5千人/日増 

（約 14％増） 

コスト削減 建設費約 210 億円 、運営費約 6.4 億円/年 

需要 約 5千人/日増（約 14％増） 

― 
新線加算運賃 0円※1 

+追加補助17.0億円/年※1※2 

新線加算運賃 60 円※1 

+追加補助11.1億円/年※1※2 

新線加算運賃 100 円※1 

+追加補助 7.1 億円/年※1※2 

新線加算運賃 150 円※1 

+追加補助 2.2 億円/年※1※2 

新線加算運賃 180 円※1 

+追加補助 0 億円/年※1※2 

事業主体 建設主体 運営主体 運営主体 

線路使用料 13.2 億円/年 10.8 億円/年 

損益収支 

黒字転換 
単年度 13 年目 発散※3 発散※3 30 年目 31 年目 31 年目 31 年目 29 年目 

累積 40 年目 発散※3 発散※3 40 年目 39 年目 40 年目 39 年目 17 年目 

累積最大欠損 
12 年目 

67 億円 

40 年目 

922 億円 

40 年目 

668 億円 

6 年目 

17 億円 

5 年目 

18 億円 

4 年目 

19 億円 

4 年目 

21 億円 

3 年目 

19 億円 

資金収支 黒字転換 累積 29 年目 発散※3 発散※3 27 年目 26 年目 27 年目 26 年目 5 年目 

現行スキームに基づく地方負担 432 億円 354 億円 

スキーム外の地方負担(40 年累計) 0 億円 680 億円 444 億円 284 億円 88 億円 0 億円 

計 432 億円 354 億円 1,034 億円 798 億円 638 億円 442 億円 354 億円 

費用便益比（B/C）[30 年] 1.50 1.88 1.87 1.87 1.86 1.86 1.85 

 

 ※１：公営及び民営の事業主体の累積損益が 40 年以内に黒字化するために必要な加算運賃・追加補助（加算運賃 公営Ⅳ：198 円、民営Ⅳ：172 円） 

※２：寄付金等の財源も考えられるが、ここでは全額地方負担と仮定する。（現行では制度としてはない） 

※３：開業からの 40 年間において、収支の改善傾向が見られず、赤字が膨らみ続けるなど黒字転換しないこと。 
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